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Ⅰ．はじめに 

平成１５年１０月に国民生活センターが独立行政法人化して以来、１０年半が経過し

た。この間、当センターは全国の消費生活センター等から収集した消費者相談情報を分

析し、消費者被害を未然に防止するための情報提供を行うとともに、教育研修、消費者

問題に関する調査研究等を精力的に実施してきた。こうした事業を通じて、多様化・複

雑化する消費者問題に適切に対応し、消費者基本法で定められた消費者行政に関する中

核的機能を積極的に果たしてきたところである。 

また、近年では平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災に関連する被災地支援

や消費者安全法の一部改正に伴い、平成２４年１０月１日に消費者庁に設置された消費

者安全調査委員会への協力を図った。 

一方、当センターの在り方の見直しについては、「独立行政法人の事務・事業の見直し

の基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）を踏まえ、「国民生活センターの在り方

の見直しに係るタスクフォース」（平成２２年１２月～平成２３年８月）において、消費

者庁長官及び国民生活センター理事長を含む当事者間での検討が行われた。タスクフォ

ース取りまとめ（平成２３年８月２６日）を受けた政務三役の協議の結果、「第三者を含

めた検証の機会も設けた上で、政府の独立行政法人改革の動きを視野に入れて、然るべ

き時期に政務としての判断を行う」こととされた。 

続いて、「国民生活センターの在り方の見直しに関する検証会議」（平成２３年１０月

～１２月）では第三者からの検証が行われ、その中間取りまとめ（同年１２月６日）を

踏まえ、同年１２月２７日の政務決定においては、「国へ移行することが妥当」「具体的

な移行の在り方については、別途検討の場を設けて、消費者行政全体の機能強化を図る

観点から検討し、平成２４年夏までに結論を得る」とされた。 

この政務決定や、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成２４年１

月２０日閣議決定）における「消費者行政全体の機能を効率化・強化し、国民の安全・

安心を確実に担保するため、必要な定員・予算を確保した上で、平成２５年度を目途に

本法人の機能を国に移管する」との決定等を踏まえ、「国民生活センターの国への移行

を踏まえた消費者行政の体制の在り方に関する検討会」（平成２４年２月～８月）が開催

され、国民生活センターを含めた消費者行政の在り方について検討が行われた。同年８

月２２日に取りまとめられた報告書では、国民生活センターの国への移行にあたっては

「独立性を法的に担保した『特別の機関』として、消費者庁を移行先とすることが有力

な考え方」とされ、政務決定（平成２４年８月２８日）においては、消費者庁に対し、

その実現に向けて検討を行うよう指示がなされた。 

その後、平成２４年末の政権交代を受け就任した森消費者担当大臣の判断により、ま

た、「平成２５年度予算編成の基本方針」（平成２５年１月２４日閣議決定）における「平

成２５年度予算は、現行の制度・組織等を前提に編成する」等の方針を踏まえ、平成２

５年度は独立行政法人のままとし、当センターの今後の在り方については国への移行を

含めてあらゆる選択肢を排除せず、引き続き検討することとされた。 

これを受けて「消費者行政の体制整備のための意見交換会」（平成２５年３月～）にお

いて引き続き検討が行われ、平成２５年１２月３日に森消費者担当大臣より「組織形態

としては独立行政法人の新たな類型の一つである『中期目標管理法人』とすることが相

応しい」等の方針が示された。 

その後、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議

決定）において、｢中期目標管理型の法人とする｣「相模原研修施設の再開については、

施設の利用見込み、長期を含めたコスト等を総合的に勘案した上で、平成２６年夏まで

に結論を得る」「東京事務所については、同事務所が合築されている建物に所在する品川

税務署の移転計画が撤回されたことから、引き続き同事務所において業務を実施する」

とされた。 

なお、『中期目標管理法人』への移行は独立行政法人通則法改正など制度面の措置後、
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平成２７年４月とされたところである。 

本報告書では、これらの状況を踏まえ、当センターの平成２５年度における業務実績

とその成果を取りまとめた。 

 

 

Ⅱ．独立行政法人国民生活センターの概要 

１．目的 

独立行政法人国民生活センターは、国民生活の安定及び向上に寄与するため、総合

的見地から、国民生活に関する情報の提供及び調査研究を行うとともに、重要消費者

紛争について法による解決のための手続を実施することを目的とする。 

（独立行政法人国民生活センター法  第３条） 

 

２．業務の範囲 

（１）国民に対して国民生活の改善に関する情報を提供する。 

（２）国民生活に関する国民からの苦情、問合せ等に対して必要な情報を提供する。 

（３）前二号に掲げる業務に類する業務を行う行政庁、団体等の依頼に応じて国民生

活に関する情報を提供する。 

（４）国民生活の実情及び動向に関する総合的な調査研究を行う。 

（５）国民生活に関する情報を収集する。 

（６）重要消費者紛争の解決を図る。 

（７）前各号の業務に附帯する業務を行う。 

（独立行政法人国民生活センター法  第１０条） 

 

３．沿革 

昭和３７年  ６月１日  特殊法人国民生活研究所として設立 

昭和４５年１０月１日  特殊法人国民生活センターに改組 

平成１５年１０月１日  独立行政法人国民生活センター設立 

※当センターのあゆみについては別添資料１を参照 

 

４．根拠法 

「独立行政法人国民生活センター法（平成１４年１２月４日法律第１２３号）」 

平成１６年６月に公布・施行された「消費者基本法」において、当センターは

苦情処理のあっせん等における中核的な機関として位置づけられた。また、平成

２０年５月には、当センターによる裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）の整備につい

て盛り込まれた「独立行政法人国民生活センター法の一部を改正する法律（平成

２０年法律第２７号）」が公布され、平成２１年４月１日施行とされた。 

 

５．主務大臣 

内閣総理大臣 

 

６．所在地 

相模原  〒２５２－０２２９  神奈川県相模原市中央区弥栄３－１－１ 

電話（０４２）７５８－３１６１（総合案内） 

東  京  〒１０８－８６０２  東京都港区高輪３－１３－２２ 

電話（０３）３４４３－６２１１（総合案内） 

 

７．資本金の状況 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 9,166,546,650 0 △264,944,653 8,901,601,997 

資本金合計 9,166,546,650 0 △264,944,653 8,901,601,997 
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８．役員の状況 

（平成２６年３月３１日現在） 
役職 氏名 任期 担当 経歴 

理事長 松本 恒雄 

自 平成 25年 8月 1日 

至 平成 27年 9月 30日 

 

全部署 

平成 3年  一橋大学法学部教授   

平成 11年 一橋大学大学院法学研究科教授 
平成 12年 一橋大学大学院国際企業戦略研究

科教授兼任 

平成 21年 一橋大学法科大学院長 

（法務専攻長）    

平成 21年 内閣府消費者委員会委員長  

理事 

山形 裕 

自 平成 22年 12月 1日 

至 平成 23年 9月 30日 

再 平成 23年 10月 1日 

至 平成 25年 9月 30日 

再 平成 25年 10月 1日 

至 平成 27年 9月 30日 

総務部総務課、企

画調整課、広報

室、情報管理部 

昭和 55年 国民生活センター入所 

平成 15年 国民生活センター消費者情報部長 

平成 22年 (独)国民生活センター総務部長 

井守 明央 

自 平成 21年 10月 1日 

至 平成 23年 9月 30日 

再 平成 23年 10月 1日 

至 平成 25年 9月 30日 

再 平成 25年 10月 1日 

至 平成 27年 9月 30日 

総務部資格制度

室、経理部、商品

テスト部、研修部 

昭和 49年 国民生活センター入所 

平成 12年 国民生活センター普及交流部長 

平成 19年 (独)国民生活センター審議役 

丹野 美絵子      

自 平成 25年 5月 27日 

至 平成 25年 9月 30日 

再 平成 25年 10月 1日 

至 平成 27年 9月 30日 

相談情報部、紛争

解決委員会事務

局（紛争解決手続

の実施業務を除

く） 

平成 2年 東京都消費生活総合センター  

消費生活相談員 

平成 18年 社団法人全国消費生活相談員協会 

常任理事・関東支部長 

平成 23 年 社団法人全国消費生活相談員協

会理事長 

監事 

(非常勤) 

髙橋 京太 

自 平成 21年 10月 1日 

至 平成 23年 9月 30日 

再 平成 23年 10月 1日 

至 平成 25年 9月 30日 

再 平成 25年 10月 1日 

至 平成 27年 9月 30日 

全部署の監査 

昭和 47年 日本輸出入銀行入行 

平成 11年 国際協力銀行法規担当審議役 

平成 18年 豊田通商(株)理事 

川戸 惠子 
自 平成 25年 10月 1日 

至 平成 27年 9月 30日 
全部署の監査 

昭和 41年 東京放送（TBS）アナウンサー 
平成 12年 報道局編集センター政治部長兼 

解説委員 

平成 16年 報道局取材センター政治部解説委

員 

平成 19年 TBSシニアコメンテーター 

 

 

９．職員の状況 

常勤職員数は平成２５年度末において 122人（前期末は 123人）であり、平均年齢は

42.1歳（前期末 41.5歳）となっている。このうち、国等からの出向者は３人である。 
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１０．法人の組織下図のとおり。（平成２６年３月３１日現在） 

 

　

　

  
　

 

 
　

 　

　

　

紛争解決委員会 事 務 局

研 修 部

教 務 課

テ ス ト 第 ２ 課

相 談 情 報 部

商 品 テ ス ト 部 テ ス ト 第 １ 課

相 談 第 ２ 課

企 画 管 理 課

理 事 長 理 事

監 事

広 報 室

総 務 課

企 画 調 整 課

相 談 第 １ 課

情 報 管 理 課

資 格 制 度 室

経 理 課

審 議 役

総 務 部

経 理 部

管 理 室

情 報 管 理 部 業 務 課

情 報 シ ス テ ム 課

相 談 第 ３ 課

地 方 支 援 課

情 報 資 料 館
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Ⅲ．中期目標・中期計画・年度計画に関する報告 

１．独立行政法人国民生活センター中期目標・中期計画について 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３５条第１項において、主務

大臣は中期目標期間の終了時に独立行政法人の組織及び業務の全般にわたる検討を行

い、所要の措置を講ずることとされている。これを受け、国民生活センターの第１期

中期目標期間の最終年度である平成１９年度に、国民生活局長の私的懇談会である「国

民生活センターの在り方等に関する検討会」が設置され、当センターの組織や業務に

ついて総合的な検討がなされた。また、独立行政法人整理合理化計画（平成１９年１

２月２４日閣議決定）においては、国民生活センターが行う事務・事業等について、

情報分析業務の在り方の抜本的な見直しや関係機関との連携の強化が講ずべき措置と

して盛り込まれた。 

これらを踏まえ、当センターでは、平成２０年２月２９日付で主務大臣より指示さ

れた国民生活センターが達成すべき業務運営に関する目標（中期目標）に則り、「独立

行政法人国民生活センター中期計画（以下、中期計画）」を策定した。中期計画は独立

行政法人通則法第３０条第３項に基づき、内閣府独立行政法人評価委員会国民生活セ

ンター分科会及び内閣府独立行政法人評価委員会に諮り了承を得、主務大臣への認可

申請を行い同年３月２８日に認可された。 

また、平成２０年１０月１６日に「安心実現のための緊急総合対策」（平成２０年８

月２９日、政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を裏付ける平成２０年度

補正予算（第１号）が、平成２１年１月２７日に「生活対策」（平成２０年１０月３０

日、新たな経済対策に関する政府与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を裏付

ける平成２０年度補正予算（第２号）が国会において成立した。これらに盛り込まれ

た消費者政策強化対策費を当センターの運営交付金収入及び業務経費に計上する必要

が生じたことから、その都度、中期計画について変更の認可申請を行い、平成２０年

１１月１７日、平成２１年３月１２日に認可がなされた。 

平成２１年度には、第１７１国会（通常会）において消費者庁・消費者委員会設置

法、消費者安全法が成立（平成２１年５月２９日成立、同年６月５日公布）し、平成

２１年９月１日には消費者庁が設置された。消費者庁の設置に伴い、当センターの中

期目標が変更されたことを受け、中期計画にも所要の修正を行い、同日付で中期計画

の変更が認可された。 

さらに、平成２３年１０月１４日行政刷新会議第３回独立行政法人改革に関する分

科会における、「平成２０年度第２次補正予算に由来して法人に積まれている約８０億

円について、平成２４年度末までの必要見込み額を除き基本的に国庫に返納する方針

を確認」との報告を踏まえ、平成２４年度末までの事業執行見込額を除いた約５８．

４億円について、不要財産として国庫納付するべく、中期計画の変更の認可申請を行

い、平成２４年２月８日に認可された。 

第３期については、独立行政法人国民生活センターが達成すべき業務運営に関する

目標（中期目標）が平成２５年２月２８日に指示され、独立行政法人国民生活センタ

ーの中期目標を達成するための計画（中期計画）が平成２５年３月２９日に認可され

た。 

その後、「好循環実現のための経済対策」（平成２５年１２月５日閣議決定）を受け、

第１８６回国会において平成２５年度補正予算（第１号）が成立したため、同対策に

盛り込まれた防災・安全対策の加速を図るための経費を中期計画予算、収支計画、資

金計画に追加計上するため、第３期中期計画の変更の認可申請を行い、平成２６年３

月２８日に認可された（中期目標及び中期計画については別添資料２、３を参照）。 

 

２．平成２５年度独立行政法人国民生活センター年度計画の届け出について 

当センターは、独立行政法人通則法第３１条の規定に基づき、平成２５年度の業務

運営に関する計画である「平成２５年度独立行政法人国民生活センター年度計画（以

下、「年度計画」という。）」を作成し、平成２５年３月３０日に主務大臣へ届け出た。 

また、平成２５年度一般会計補正予算（第１号）において、国民生活センター運営

費交付金に防災・安全対策の加速を図るための経費が追加されたことから、年度計画
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に所要の修正を行い平成２６年３月２８日に変更を届け出た（別添資料４を参照）。 

 

 

Ⅳ．法人の長等による業務運営状況について 

１．理事長のリーダーシップについて 

野々山理事長(～平成２５年７月)は、当センターの事業である情報収集、情報提供、

相談処理、商品テスト、研修等を統括し、全国の消費生活センター等との連携を通じ

て、その中核的機能を果たすべく積極的に取り組んだ。各事業の運営にあたっては定

例役員会（毎週火曜日開催）を主宰し、重要事項について方針を取りまとめるととも

に個々の情報提供の内容等を決定し、中期計画及び当該年度計画に基づき業務を精力

的に推進した。 

特に平成２５年度においては、地方消費者行政を支援するため、当センターによる

裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）事業の周知活動や、次期ＰＩＯ－ＮＥＴに係るシステ

ムの刷新と運用体系の整備を指揮するとともに、都道府県が実施する巡回訪問事業の

質の向上及び円滑な運営に対する支援として、巡回訪問事業運営、巡回先での助言の

ポイント等をまとめた「巡回訪問事業の手引」の作成や、消費者教育の推進に関する

法律の制定を踏まえ、地方消費者行政を支援するため、地域において消費者教育講座

の講師となる地方公共団体の職員や消費生活相談員を対象に、「消費者教育に携わる講

師養成講座」の実施を指揮した。さらに、インターネットを活用して各地へ研修コン

テツンを配信する「Ｄ－ラーニング」の実施を指揮した。また、さらに、第二期医療

機関ネットワーク事業の立ち上げを指揮し、また放射性物質測定のフォローアップ事

業等の震災対応業務に引き続き尽力するとともに、消費生活相談におけるあっせんの

重要性、消費生活相談員の役割について、弁護士、消費生活相談員等を対象に自ら研

修を実施し、職員の意識改革と人材の適正活用に努め業務の効果的な推進をすすめ、

センターの総合力の発揮に尽力した。 

松本理事長(平成２５年８月～)も、引き続き当センターの事業である情報収集、情

報提供、相談処理、商品テスト、研修等を統括し、全国の消費生活センター等との連

携を通じて、その中核的機能を果たすべく積極的に取り組んだ。各事業の運営にあた

っては定例役員会（毎週火曜日開催）を主宰し、重要事項について方針を取りまとめ

るとともに個々の情報提供の内容等を決定し、中期計画及び当該年度計画に基づき業

務を精力的に推進した。 

さらに、放射性物質測定のフォローアップ事業等の震災対応業務に引き続き尽力す

るとともに、自ら講話等を実施し、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成

２５年１２月２４日閣議決定）」を踏まえ、中期目標管理法人化に向けて当センターの

役割及びその重要性について直接伝達し、トップ主導でミッションの伝達を行うなど

職員の意識改革と人材の適正活用に努め、センターの総合力の発揮に尽力した。また、

消費者ホットラインの補完として実施する平日バックアップ相談、土日祝日相談及び

お昼の消費生活相談について、消費者被害の適切な救済に向けて積極的に推進した。 

 

２．内部統制、コンプライアンス体制の整備等について 

両理事長主導による統制環境の下で、｢独立行政法人における内部統制と評価につい

て（平成２２年３月 総務省）｣を踏まえ、「モニタリング」、「統制活動」、「リスクの

評価と対応」、「ICT(情報通信技術)への対応」等に係る業務を推進した。 

また当センターのコンプライアンス指針を新たに策定して体制を整備するとともに、

全役職員へのコンプライアンス研修実施を決定し、初回（役員対象）を年度中に実施

し、自ら率先して受講してコンプライアンス環境の向上について、リーダーシップを

発揮した。 

 

３．理事による業務運営状況について 

各理事は、担当の業務を確実に実施するため理事長を的確に補佐し、各部署の長等

と綿密なコミュニケーションを取り、必要な指揮監督を行い、所掌する事業及び震災

対応業務を確実かつ円滑に遂行するよう努めた。 
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山形理事は、総務部総務課、企画調整課、広報室、情報管理部、相談情報部(～平成

２５年５月)、紛争解決委員会事務局(～平成２５年５月)を所掌し、担当業務を積極的

に推進した。特に、ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新、「早期警戒指標」に基づく情報の作成と提

供等を推進し、関係機関との総合調整を的確かつ円滑に行った。また、効果的な消費

者行政遂行のため、消費者庁との関係強化に精力的に取り組んだ。さらに、消費者問

題の啓発等に尽力するとともに、ウェブ版国民生活などによる情報提供等に努め、毎

月の記者説明会の円滑な遂行に尽力した。 

井守理事は、総務部広報室、資格制度室、経理部、商品テスト部、研修部を所掌し、

担当業務を積極的に推進した。特に、消費生活相談員資格制度の運営を通じ、消費生

活相談員の資質向上を推進した。また、危害情報や商品テスト結果の迅速な提供や事

業者名の公表を着実に推進するとともに、消費者安全調査委員会との連携を図り、製

品関連の事故防止等に貢献した。商品テスト施設・機器の更新・整備を実施し、関係

する他の独立行政法人や各地の消費生活センターとの連携強化、第二期医療機関ネッ

トワーク事業の立ち上げにも尽力した。さらに、消費者教育の推進に関する法律の制

定を踏まえ、消費生活相談員等の研修講座の充実によって、各地の消費生活センター

における消費者苦情処理能力の向上を図るとともに、東京で開催した研修講座につい

てインターネットを活用して各地へ配信する「Ｄ－ラーニング」の実施に尽力した。 

丹野理事(平成２５年５月２６日までは山形理事)は、相談情報部、紛争解決委員会

事務局（紛争解決手続の実施業務を除く）を所掌し、担当業務を積極的に推進した。

特に、当センターに寄せられた苦情相談の分析や情報提供を指導し、消費者被害の拡

大防止・未然防止に尽力した。また、消費者ホットラインの補完として実施する平日

バックアップ相談、土日祝日相談及びお昼の消費生活相談の運営について、消費者被

害の適切な救済に向けて積極的に推進した。 

 

４．監事による業務運営状況の把握等について 

髙橋監事、島崎監事(～平成２５年９月)及び川戸監事(平成２５年１０月～)は、会

計監査・業務監査を的確に遂行し、業務の適正な遂行に貢献した。また、定例役員会

に出席し、理事長・理事等と積極的に意見交換を行い、業務の適正な執行を促進した。 
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Ⅴ．平成２５年度における業務実績について 

以下に、平成２５年度計画に示した各種業務の実績を示す。 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

（１）一般管理費及び業務経費 

 

ⅰ． 一般管理費及び業務経費 

－年度計画内容－ 

一般管理費（人件費を除く）については、前年度比３％以上、業務経費について

は、前年度比１％以上の経費の削減を行う。 

 

◎業務の概要 

中期目標及び中期計画で定められた一般管理費（人件費を除く）については、

前年度比３％以上、業務経費については、前年度比１％以上の経費の削減を行う。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２５年度の一般管理費予算額（人件費を除く）は、平成２４年度予算額

201,820 千円に対して、中期計画で定めた効率化係数 3.0％を織り込んで 6,055千

円減の 195,765千円となっている。平成２５年度の決算額は、154,956千円となり、

平成２５年度予算額からさらに 40,809千円（△20.8％）の削減となった。 

 

具体的な削減内容は以下のとおり。 

・ 庁舎管理業務について、仕様書の見直し等により外部委託費を削減（△2,872

千円）。 

・ 年度計画において、相模原事務所研修施設の活用方法等の検討及び東京事務所

の移転に向けた取組を進めることとしたことから、両事務所の修繕を緊急性の

高いもののみに限定し、保守・修繕費を節減（△11,257千円）。 

 

（参考）一般管理費予算（人件費を除く）の概況 

 

平成２５年度一般管理費予算の内訳 

（単位：千円） 

区    分 
平成２４年度 

予 算 額① 

平成２５年度 

予 算 額② 

 

増減額 

③＝②－① 

増減比（％） 

③／① 

一般管理費 

（人件費を除く） 
201,820 195,765 △6,055 △3.0 

 

平成２５年度予算と決算額 

（単位：千円） 

区    分 
平成２５年度 

予 算 額① 

平成２５年度 

決 算 額② 

 

増減額 

③＝②－① 

増減比（％） 

③／① 

一般管理費 

（人件費を除く） 
195,765 154,956 △40,809 △20.8 

 

平成２５年度の業務経費当初予算額は、平成２４年度予算額 1,562,700 千円に

対して、既定経費の見直し及び中期計画で１％以上と定めた効率化係数を上回る

1.8％を織り込み、64,913千円減の 1,497,787千円となっている。 

平成２５年度予算額に対する決算額は、1,473,357千円となり、平成２５年度予

算額に対し 24,430千円減（△1.6％）となった。 

 

また、経費の執行管理については、年度計画に対する業務の進行状況と経費の
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執行状況について四半期ごとに各部門に対するヒアリングを行い、年度計画を着

実に実行するために、業務の優先順位の見直し等、適宜調整を行った。 

 

具体的な削減内容は以下のとおり。 

・ 地方消費生活相談窓口支援業務等における実施体制の見直し等により、非常勤

職員手当及び派遣職員経費を抑制（非常勤職員手当：△16,158千円、派遣職員

経費：△26,988千円）。 

 

なお、平成２５年度予算においては、上記のほか、平成２６年２月６日に成立

した平成２５年度補正予算（第１号）により、「好循環実現のための経済対策」の

一環として、消費者関連情報の活用に向けた基盤整備（ＰＩＯ－ＮＥＴの刷新等）

のための経費 1,499,034 千円が措置された。平成２５年度においては、消費者庁

「ＰＩＯ－ＮＥＴ刷新に関する検討会」の検討結果を踏まえ、ＰＩＯ－ＮＥＴ刷

新のためのシステム構築等に係る入札手続を開始した。 

 

（参考１）業務経費予算の概況 

平成２５年度業務経費予算の内訳 
（単位：千円） 

区    分 
平成２４年度 

予 算 額① 

平成２５年度 

予 算 額② 

 

増減額 

③＝②－① 

増減比（％） 

③／① 

支出予算額 1,562,700 1,497,787 △64,913 △4.2 

 

平成２５年度予算と決算額 
（単位：千円） 

区    分 
平成２５年度 

予 算 額① 

平成２５年度 

決 算 額② 

 

増減額 

③＝②－① 

増減比（％） 

③／① 

支出予算額  1,497,787 1,473,357 △24,430 △1.6 

（注）決算額には、平成２５年度契約済繰越額 17,528千円を含む。 

 

（参考２）平成２５年度補正予算の概況 
   （単位：千円） 

区  分 予 算 額 決 算 額 

好循環実現のための経済対策 
（補正１号） 

1,499,034 143,856 

（注）決算額は、平成２５年度契約済繰越額である。 

 

 

ⅱ． 借り上げ宿舎制度の見直し 

－年度計画内容－ 

激変緩和措置を設けた上で平成２４年度に廃止した借上宿舎制度については、平

成２５年９月末までに激変緩和措置を終了し、住居手当を支給する制度に全面的に

移行する。 

 

◎業務の概要 

「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画（平成２４年４月３日行政改革実行本

部決定）」により、独立行政法人の職員宿舎について更なる見直しを行うこととさ

れたことを踏まえ、平成２４年度中に運用の見直しを検討する。 

 

◎年度計画実施状況 

平成２４年度に廃止した借上宿舎制度については、平成２５年９月末までの激
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変緩和措置を終え、住宅手当を支給する制度に全面的に移行した。 

 

 

（２）人件費 

 

ⅰ． 人件費 

－年度計画内容－ 

総人件費については、政府における総人件費削減の取組を踏まえ見直すために、

更なる業務の効率化や、職員の重点配置を行う業務の検討等を行い、それを踏まえ

た次年度の人事異動計画を策定し人員配置の適正化を図る。また、同様の主旨で、

非常勤職員等の業務を精査し、真に必要な業務に限定するための計画を策定する。 

 

◎業務の概要 

総人件費については、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を踏ま

えた見直しを実施した。さらに、国家公務員の改革を踏まえた人件費改革を継続

した。 

また、非常勤職員等の給与に関し、業務を精査のうえ適正化を実施した。 

 

◎年度計画実施状況 

当センターの在り方については、内閣府特命担当大臣を交えた「消費者行政の

体制整備のための意見交換会」において、各事業の相互補完性・一体性を確保し、

それぞれの機能を維持・充実させ、消費者行政の推進を図ることが重要とされ、

また、行政改革推進会議独立行政法人改革等に関する分科会ワーキンググループ

では、当センターの機能の充実の必要性として、高齢者等の見守り体制や啓発事

業の拡大、越境消費者トラブル対応と外国人対応、消費者教育担い手の研修・人

材育成及び自治体職員・相談員の研修が説明された。また、「消費者教育の推進に

関する基本的な方針(平成２５年６月２８日閣議決定)」においては、当センター

が情報提供等について支援を行う役割が明記されたところである。 

これらの新たな課題に効果的に対応するため、更なる業務の効率化をすすめる

とともに、職員の重点配置を行う業務の検討等を行い、それを踏まえた次年度の

人事異動計画を策定し、人員配置の適正化を図った。 

具体的には、広報・啓発部門の充実を図るため、広報室を広報部に格上げする

一方、業務・予算・人事について一体的に運用するために、経理部を総務部に統

合し、部をひとつ削減した。さらに「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等

について（平成２４年８月７日閣議決定）」に基づき、国家公務員に準じた調整率

を適用し、規程の改正を行った。 

また、非常勤職員等についても同様の趣旨により平成２５年度から業務の精査

に着手し、企画調整経費、研修経費、紛争解決委員会経費等における非常勤職員

等の出勤日数を抑制、人数の削減等を行う一方で相談業務を強化すべく経由相談

等の業務に再配分を行った。 

なお、平成２５年度の役職員給与（退職手当を除く）の決算額は、980,442千円

となり、予算額 1,041,391千円に対し 60,949千円の減額（△5.9％）となった。 

 

 

ⅱ． 全国消費生活情報ネットワーク・システムの刷新に際した業務の検討 

 

－年度計画内容－ 

全国消費生活情報ネットワーク・システム（以下「ＰＩＯ－ＮＥＴ」という。）

の刷新に際し、最適化計画策定の段階で関連する業務の必要性・効率性の検討を行

う。 

 

◎業務の概要 

昨年度実施した「ＰＩＯ－ＮＥＴの業務並びにシステムの分析業務」（以下「分
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析業務」という。）の結果を踏まえ、業務の必要性・効率性の検討を行い、最適化

計画を策定する。 

 

◎年度計画実施状況 

昨年度策定した「ＰＩＯ－ＮＥＴの業務・システムの見直し方針(案)」（以下「見

直し方針(案)」という。）について、業務の必要性・効率性の観点から再検討し、

改定した「見直し方針(案)」に基づき、最適化計画を策定した。 

最適化計画の内容を踏まえ、現行の国民生活センターＰＩＯ－ＮＥＴ運用管理

体制を見直し、平成２５年度当初の人員から平成２６年度には人員を３名削減し

た。 

ただし、ＰＩＯ－ＮＥＴ情報の活用が推進されている状況では適正な情報の提

供が求められており、刷新後はさらなるデータ精度の向上が求められることにな

るため、今後の人員体制については、再検討を要する。 

 

 

（３）給与水準 

 

ⅰ． 給与水準 

－年度計画内容－ 

給与水準については、平成２４年度の検証結果を踏まえ、平成２５年度の地域・

学歴勘案のラスパイレス指数を１００．０とするために、必要な措置を講じる。な

お、給与水準の適正化に当たっては、その取組状況や検証結果について公表する。 

なお、国家公務員の給与見直しが行われた際は、その動向を見つつ、必要に応じ

て措置を講じる。 

 

◎業務の概要 

給与水準については、国家公務員との給与水準差等の観点から現状の給与水準

が適切かどうか検証を行い、その検証結果を踏まえた取組状況について公表する。 

 

◎年度計画実施状況 

給与水準が適切かどうかの検証結果については、「平成２５年度の役職員の報

酬・給与等について」をとりまとめ、取組状況についてホームページ上で公表し、

引き続き適切な給与水準になるよう努めている。 

平成２５年度は、地域・学歴を勘案した対国家公務員指数は 98.6となり、国家

公務員の給与水準を下回っている。 

当センターは、相談、調査及び商品テスト等の業務を行っているが、これらの

業務を実施するためには、高度で専門的な知識が要求されることから、専門職と

して大卒以上の学歴を有する職員を採用してきた。このため、国家公務員（行政

職（一））の大卒者 54.2％に対して、当センターは 94.3％（このうち大学院修了

者は、26.8％）と、大卒以上の割合が極めて高い職員構成となっている。 

また、当センターは、平成１５年９月まで東京事務所を本部として、相模原市

に設置した商品テストの職員を含め一括して本部で職員を採用してきた。その後、

平成１５年１０月に本部を相模原市に移転したが、東京都港区及び神奈川県相模

原市の両事務所で行う事業には一体関係が認められることから、同一の給与体系

を適用しているため、神奈川県相模原市に勤務する職員給与が、指数を高くする

要因のひとつとなっている。 

このような中で、地域・学歴勘案のラスパイレス指数を 100 以下に維持してい

るところである。 
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表：各年度ラスパイレス指数 

 地域・学歴勘案指数 

（対前年度比） 

対国家公務員指数 

（対前年度比） 

平成２１年度 103.1 （△2.3） 114.6 （△2.8） 

平成２２年度 100.1 （△3.0） 111.1 （△3.5） 

平成２３年度 100.4 （＋0.3） 111.8 （＋0.7） 

平成２４年度  95.6 （△4.8） 108.3 （△3.5） 

平成２５年度  98.6 （＋3.0） 111.3 （＋3.0） 

 

 

ⅱ． 給与体系の見直し 

－年度計画内容－ 

国家公務員の給与体系や標準的な民間企業の給与体系について調査して現状を

把握し、昇格・昇給体系を含めた給与体系の見直し案を策定する。 

なお、国家公務員の給与見直しが行われた際は、その動向を見つつ、必要に応じ

て措置を講じる。 

 

◎業務の概要 

給与体系については、国家公務員や標準的な民間企業の給与体系を調査し見直

し案の策定をおこなう。 

 

◎年度計画実施状況 

給与体系の見直し案策定に資するため、国家公務員の年代別、役職別などに、

俸給額、昇給率および給与カーブなどの分析を行い、センターの給与体系との比

較、検討を行った。その結果、センターの高年齢層〔５０歳代〕および若年層〔２

０歳代〕の賃金上昇率が若干高く、中堅層〔３０歳代～４０歳代〕の昇給率が若

干低いことなどの調査結果を得た。 

なお、見直し案の策定に当たっては、「公務員の給与改定に関する取扱いについ

て（平成２５年１１月１５日閣議決定）」において、国家公務員の給与については

①地場の賃金をより公務員給与に反映させるための見直し、②５０歳代台後半層

の官民の給与差を念頭に置いた高齢層職員の給与構造の見直し、③職員の能力・

実績のより的確な処遇への反映など給与体系の抜本改革に取り組み、平成２６年

度中から実施に移す、とされていた。 

これを踏まえ、国家公務員給与の今後の具体的措置の動向をみつつ、給与水準

を十分考慮しながら、平成２６年度以降、可能なものから反映させていくことと

した。 

 

 

（４）随意契約の見直し 

 

－年度計画内容－ 

随意契約の適正化を推進するため、「随意契約等見直し計画」に基づく取組を着

実に実施・公表するとともに、一般競争入札等により契約を行う場合には、競争性、

透明性が十分確保される方法により実施する。また、契約に係る情報の公開を引き

続き推進する。さらに、監事による契約内容のチェックにより、入札・契約の適正

な実施を図る。 
 

◎業務の概要 

「随意契約等見直し計画」に基づく取組を着実に実施するとともに、入札・契

約の適正な実施を図る。 
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◎年度計画実施状況 

① 平成２５年度における契約の状況について 

平成２５年度における競争性のない随意契約は、契約件数で１０％（平成２

４年度１７％）、契約金額で４％（平成２４年度８％）と、年度総件数及び総金

額の割合は前年度と比較していずれも減少しており、「随意契約等見直し計画」

に基づく取組を着実に進めている。 

なお、競争性のない随意契約６件のうち、５件は「随意契約等見直し計画」

において真にやむを得ないものとしたものであり、残りの１件は、一般競争入

札により調達した賃貸借機器の再配備作業である。当該契約については、全て

契約監視委員会において審査されたが、委員から見直し等の指摘を受けたもの

はなかった。 

 

（参考）契約の状況 
（単位:千円） 

 区    分 
平成 

２１年度 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

(参考) 

見直し計画 

競争性のあ

る契約 

契約件数 
(75.0％) 

６０ 

(77.8％) 

６３ 

(85.2％) 

５２ 

(83.0％) 

３９ 

(90.2％) 

５５ 

(92.7％) 

７６ 

契約金額 
(88.1％) 

2,589,934 

(83.0％) 

996,509 

(96.0％) 

874,488 

(92.3％) 

561,714 

(96.3％) 

609,426 

(98.8％) 

1,880,387 

 

 

競争入札 

 

契約件数 
(68.8％) 

５５ 

(54.3％) 

４４ 

(68.9％) 

４２ 

(68.1％) 

３２ 

(45.9％) 

２８ 

(79.3％) 

６５ 

契約金額 
(80.9％) 

2,377,326 

(70.9％) 

850,969 

(85.3％) 

776,757 

(83.3％) 

506,753  

(81.2％) 

513,899 

(92.7％) 

1,763,923 

 
企画競争 

・公募 

契約件数 
(6.3％) 

５ 

(23.5％) 

１９ 

(16.4％) 

１０ 

(14.9％) 

７ 

(44.3％) 

２７ 

(13.4％) 

１１ 

契約金額 
(7.2％) 

212,608 

(12.1％) 

145,540 

(10.7％) 

97,731 

(9.0％) 

54,961  

(15.1％) 

95,537 

(6.1％) 

116,464 

競争性のない 

随意契約 

契約件数 
(25.0％) 

２０ 

(22.2％) 

１８ 

(14.8％) 

９ 

(17.0％) 

８ 

(9.8％) 

６ 

(7.3％) 

６ 

契約金額 
(11.9％) 

350,169 

(17.0％) 

204,165 

(4.0％) 

36,245 

(7.7％) 

46,648 

(3.7％) 

23,497 

(1.2％) 

23,177 

合   計 

 

契約件数 
(100％) 

８０ 

(100％) 

８１ 

(100％) 

６１ 

(100％) 

４７ 

(100％) 

６１ 

(100％) 

８２ 

契約金額 
(100％) 

2,940,104 

(100％) 

1,200,674 

(100％) 

910,732 

(100％) 

608,362 

(100％) 

632,922 

(100％) 

1,903,564 

 (注)1.（参考）見直し計画の計数は、平成２０年度実績に基づく計画である。 

   2.企画競争・公募には、不落随意契約及び不調随意契約を含んでいる。 

3.金額はそれぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。 

 

競争契約等に占める一者応札・一者応募割合は前年度から契約件数で２件増

加したが、割合では 3.1 ポイント減少した。このうち、平成２４年度に一者応

札・一者応募となり、平成２５年度においても契約を行った５件は、公告期間

を見直し、平均 33.8 日（平成２４年度）から平均 36.2 日と延長したものの、

引き続き一者応札・一者応募となった。 

また、その他の一者応札・一者応募となった案件６件についても公告期間は、

36.2 日を確保するとともに、仕様書内容についても、理解しやすい内容になっ

ているかの検討を行った。特に、情報システム関係は、ＣＩＯ補佐官に仕様書

内容について、入札参加制限等がないかのチェックを受けることとした。 

これら一者応札・一者応募となった案件は、契約監視委員会においても、真

に競争性を確保する観点で仕様書内容及び入札参加条件等の検証を行い、特に

見直し等の指摘を受けたものはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 


